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(要旨)

医療財資源の効率化を目的にした, 第五次医療法改正の目玉である 4疾患 5事業制度が始まっ

た. 各疾患や事業ごとの地域連携を促進する仕組みである. それに先駆けて, HIV/AIDS 医療

体制でも整備事業が行われている. これはHIV/AIDS に関するブロック・中核の各拠点病院間

また拠点・非拠点病院間の地域医療連携体制づくりの試みである. そこでは医療ソーシャルワー

カーには, ミクロレベルの個別事例の直接支援のための連携のみならず, 組織や地域に介入する

メゾからマクロレベルの連携行動が必要とされる. しかし従来病院に所属している医療ソーシャ

ルワーカーはミクロレベルへの直接介入のサービスマネジメントにとどまり, 組織や地域に展開

するメゾ・マクロレベルの連携行動としてのソーシャルワークを, 通常業務として行っていると

は言い難い状況にあるのではないかと考えられた.

そこでHIV/AIDS に対する医療ソーシャルワーカーの地域連携活動についての認識とその実

態について, 全国の全拠点病院 (368 名), 非拠点病院 (800 名) のソーシャルワーカーに対して

量的調査を平成 20 年 12 月から 21 年 1 月にかけておこなった. 回収率は前者 50.8％で, 後者で

43.8％であった. 調査の結果, 回答を行った拠点病院の 75％のソーシャルワーカーは HIV/-

AIDS 事例体験を有しており, 非拠点病院では 15％であった. 対象の集団は, 専門職団体であ

る日本医療社会事業協会会員とほぼ同じ基本属性を持つ集団であり, 性別で 8割弱が女性, 8 割

弱が社会福祉士資格をもち, 拠点病院ではさらに精神保健福祉士や介護支援専門員資格も 3～4

割程度と有意に多く持っていた. しかし拠点病院のソーシャルワーカーの経験年数は非拠点病院

よりも有意に少なく, 比較的若年層が多かった.

HIV/AIDS 拠点および有事例者集団の連携行動の特徴は, メゾのチーム・組織レベルでの認

知や理解は得られており, また経験を積んでいることによって, 外部との連絡を自分なりに吟味

して動き出すという専門職としての自律性を有していることが分かった. また事例経験のないソー

シャルワーカーほど, 他組織との連携の必要を強調しているが, 経験を積めば積むほど, 拠点病

院として他のスタッフや組織的な認知が深まっていると思われる状況では, むやみに他と連携す

43

〈調査報告〉

HIV/AIDS 患者に対する
医療ソーシャルワーカーの地域連携行動

田 中 千枝子
本 名 靖



るような行動はとらず, 状況をアセスメントした上で, 必要な連携の形を吟味していることが推

察された.

さらに有事例者のみに対して, 保健師や地域権利擁護専門員を対象に信頼性妥当性があるとさ

れる筒井の 4 領域 15 項目にわたる地域連携活動尺度を援用した. その結果 HIV/AIDS へのメ

ゾレベルへの介入行動としての連携活動は, 地域に軸足を置くコミュニティワーカーとしての保

健師や, 権利擁護専門員とは異なる連携の型を持っていることが考えられた. それは病院内に軸

足を置きながら, 組織の人間として地域や組織をアセスメントし, 組織の代表として地域と繋がっ

ていこうとする行動と関連があるように考えられた. この点の具体的な確認作業が今後の課題で

あると考える.

病院機能分化 地域医療連携 地域連携活動尺度 医療ソーシャルワーカー HIV/AIDS

Ⅰ はじめに

病院の機能分化と地域連携の促進は効率的な医療財資源の使用をめざしている. 病院に所属す

る医療ソーシャルワーカーの業務は, その機能分化の流れに大きく左右されており, 退院支援お

よび地域との連携業務が大きな焦点となっている. 特定機能, 急性期, 回復期, 療養型といった

病院機能の相違と急性期から慢性期への一方向の流れは, 主に脳卒中を中心とした高齢退行性疾

患に対応する機能分化である. しかしそれ以外の疾患に対しても, 拠点病院の指定と非拠点病院

との連携といった地域の仕組みで対応するようになってきた. 第 5次医療法改正で疾患別・事業

別の医療連携が注目され, 4 疾患 5事業として, 脳卒中以外に癌や心筋梗塞, 小児, 災害, へき

地といった対象に対し, 連携システムが整備され始めた. この間医療ソーシャルワーカーは総合

相談室ではなく地域連携室に配置されるようになり, 病院機能の純化・促進役として, 社会的に

期待されることが多くなった. しかしその連携に関する業務行動のあり方については, ミクロの

対人支援のレベルでは, 病院スタッフとして機能分化の促進役であり, 患者側の生活の継続性を

大切にする専門職志向との間で板挟みになりがちであることが指摘されている(1).

一方それらの拠点病院の指定およびシステム整備に先行して, HIV/AIDS の領域では平成 15

年度より国指定のブロック拠点病院, 都道府県指定による地域中核拠点病院に分類された. 従来

からこの領域の医療は特定の病院に患者が集中し, また偏見・差別を畏れた患者が地元を嫌って

遠方に通うなど, システマティックな地域分担ができにくいといった問題があった. また入院よ

りも外来での対応数および受療ニーズが圧倒的に多く, 若者が多い患者の生活実態の多様さや見

えにくさから, 受療行動の維持をサポートしにくいことなどが, 機能分化と連携の課題としてあ

げられている(2).

さらにHIV/AIDS が新薬開発等により ｢死に至る病｣ から慢性疾患となり, 患者は長期間継

続して, 地域で社会生活を送ることが大きな課題となってきた. そこで拠点病院内および周辺機

関との ｢線の連携｣ のみならず, 地域の非拠点病院や診療所, 医療の他, 介護・福祉機関や施設
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との ｢面の連携｣ として, メゾレベルの介入である地域連携を行う必要性が大きくなってきた(3).

そして地域の側からは, 患者の高齢化や合併障害, 疾病の進行, 重度化により, 感染症としての

HIV/AIDS の治療ケアと, 通常の生活介護サービスとの両立が地域資源に求められることによ

り, 中核拠点病院に協力する例が多くなってきた. しかし地域施設・機関がサービス提供を拒否・

制限するなど, 権利侵害などの事例も散見され, そうした面でもミクロの直接支援のみならず,

メゾレベルの地域連携を行う医療ソーシャルワーカーの姿勢や活動手法が問われている.

本調査では, HIV/AIDS 医療体制整備に関する医療ソーシャルワーカーの地域連携の実態と

その方法をとらえる. さらに医療ソーシャルワーカーが, 地域連携のあり方をどのように考え,

どのような手法を持ち, 連携に取り組んでいるのかについてデータを得ることは, 保健医療領域

におけるソーシャルワークの地域活動による ｢連携｣ のあり方とその方法論を検討するための基

礎資料となると考える.

Ⅱ 調査目的

HIV/AIDS 患者が, 地域で安定した保健・医療・福祉・介護サービスを受けられるよう, 日

頃行っている, 組織や地域に対する介入であるメゾレベルの連携行動をとらえることで, 医療ソー

シャルワーカーの地域連携のあり方に対する認識や方法の実際を把握することを目的とした.

本論で使用する地域連携行動とは, 様々な連携に関する見解がある中(4) (5)で, ｢異なる専門職

や機関・組織が, 地域で生じる問題のよりよい解決のために, 共通の目的をもち, 情報の共有化

を図り, 協力できるようにする体制づくりのためのメゾレベルの介入行動｣ と定義した.

Ⅲ 調査方法

平成 20 年度における HIV/AIDS の全国のブロック拠点 (国指定 14 カ所) および中核拠点

(都道府県指定 48 カ所) 病院, および診療拠点 (契約 310 カ所) 病院の合計 368 カ所 (ブロック

と中核の二重指定 4カ所) に所属する医療ソーシャルワーカー 368 名と, 日本医療社会事業協会

に所属しており, かつ拠点に指定・契約していない非拠点病院のソーシャルワーカーのうち, 多

層抽出法による 800 名を対象に, 郵送調査を 2008 年 12 月 15 日～09年 1月 15 日にわたって行っ

た.

調査内容は, 1) 基本属性 (性別, 年齢, ソーシャルワーク経験年数, HIV/AIDSに対するソー

シャルワーク (以下 HIV-SW) 経験年数, 経験事例件数, 所属部門, 雇用形態, 役職, 所持資

格, 最終学歴, 教育背景), 2) HIV-SWに関する基本情報 (HIV 学習経験, HIV-SWの関心領

域, チームレベルの連携活動の内容と程度, 連携経験, 担当事例総数), 3) HIV-SWにおける

地域連携活動尺度 (4 領域 15 項目) である.

HIV 医療は患者数が少なく特定病院に集中する特徴があることから, 患者数が多い拠点病院
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と患者数が少ない非拠点の群に二分し比較することによって, 日本におけるHIV-SWの現状と

とくにソーシャルワーカーとしての連携の手法に関して, その特徴を描いた. これら 2グループ

の表記は, 拠点病院と非拠点病院とした.

また調査に使用した連携活動尺度は, 筒井らが 『地域福祉権利擁護事業に携わる ｢専門員｣ の

連携活動の実態と ｢連携活動評価尺度｣ の開発』(6) で使用したものであり, その後 『全国の市区

町村保健師における ｢連携｣ の実態に関する研究』(7) で追試された. 連携得点の平均と構成概念

としての 4因子 (①情報共有 ②業務協力 ③関係職種との交流 ④連携業務の処理と管理) の

確認がなされており, 隣接職種の連携行動との比較をすることでHIV/AIDS 医療体制における

ソーシャルワーカーの連携の内実を検討することができる. なお保健師や地域権利擁護事業担当

者に対する 4領域 15 項目の連携尺度の信頼性, 妥当性は, 下位尺度によっては信頼性にやや検

討の余地が残されているもののおおむね良好(8)という結果を得ている.

倫理的配慮として, 調査票の巻頭に研究の主旨と, 調査内容は統計的に処理し, 研究の目的以

外使わない旨を明記した. また調査票の不備に対する追加聴取を想定し, 原則記名で依頼したが,

無記名でもかまわない旨のことわりをおこなった.

Ⅳ 調査結果と考察

1. 回収率等

拠点病院 187 名 (回収率 50.8％), 非拠点病院 344 名 (同 43.0％) から回答を得た. ただし

HIV/AIDS 患者に, 回答した全てのソーシャルワーカーが出会う体験をしている訳ではなく,

事例を受け持った体験のある人の割合は, 拠点病院で 133 名 (74.3％) 非拠点病院では 58 名

(16.9％) であった. ただし体験のないものも調査に回答した点から, HIV-SWに対する興味と

関心の比較的高い医療ソーシャルワーカーの集団と見ることができる.

そこで基本属性およびHIV-SW の実態とそのあり方についての項目は回答者全体, 合計 539

名に対して, 拠点・非拠点の比較分析を行った. さらに実際の連携活動に関わる尺度の援用につ

いては, 203 名の経験者集団のみをとりあげて分析し分けた. なお属性項目によって, 有効回答

数が異なっているために, 合計数が異なっている.

2. 基本属性

1) 性 別

男女比は 3：7 で, 日本医療社会事業協会の会員調査 (2008) と比較し, やや男性が多い集団

であり, かつ拠点病院の方が非拠点病院に比較して 10％レベルで女性に高い有意差が見られた.

なお拠点病院のソーシャルワーカーも, 医療ソーシャルワーカーの職能団体である日本医療社会

事業協会に所属しているものが多い. つまり回答者群は, 専門職団体である協会の平均よりも,

拠点病院では女性の比率が高く, 非拠点病院では男性の比率が高い.

社会福祉論集 第 121 号

46



2) 年 齢

年齢構成は 20 代が全体の 4分の 1, 30 代が 4割近くと比較的若い集団である. しかし 40 代以

上の中堅ベテラン層が 4割以上あり, 拠点病院と非拠点病院との間での有意差はなかった.

3) 最終学歴

大学卒以上が 9割を超え, 社会福祉職の集団としては高学歴である. しかし日本医療社会事業

会員調査との差異はなく, さらに拠点病院・非拠点病院での有意差はなかった.

4) 経験年数

経験年数を中央値で分けて 2グループを作成した. 経験年数が短いグループと経験年数が長い

グループである. この結果, 1％レベルで有意差が確認された. 従って, 拠点病院で働くソーシャ

ルワーカーは非拠点病院で働くソーシャルワーカーより明らかに経験年数が短い比率が高いとい

う結果であった.
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表 1 病院種別と性別

男 性 女 性 合 計

拠 点 病 院 48 (25.7) 139 (74.3) 187 (100)

非拠点病院 116 (33.7) 228 (66.3) 344 (100)

合 計 (％) 164 (30.9) 367 (69.1) 531 (100) p<.055

表 2 年齢階層 表 3 最終学歴

年 齢 人数 (％) 最終学校 人数 (％)

20 代 137 (25.4) 大 学 院 28 ( 5.2)

30 代 213 ( 39.5) 大 学 465 (85.8)

40 代 109 (20.1) 短大・高専 17 ( 3.1)

50 代 77 (14.2) 専 門 学 校 24 ( 4.4)

60 代以上 3 ( 0.6) そ の 他 5 ( 0.9)

合 計 539 (100) 合 計 539 (100)

表 4 病院種別と経験年数

経験 0-9 年 経験 10 年以上 合 計

拠 点 病 院 117 (62.2) 71 (37.8) 188 (100)

非拠点病院 162 (47.4) 180 (52.6) 342 (100)

合 計 (％) 279 (52.6) 251 (47.4) 530 (100) p<.001



5) 資 格

資格に関して, 社会福祉士資格は全体で 78.3％が所持し, 拠点病院と非拠点病院との間に有

意差はなかった. 精神保健福祉士 (29.1％), 介護支援専門員 (47.1％) の資格で, 拠点の方が

多い有意差がみられた. 社会福祉士に関してはほぼ同じ割合であったが, これは日本医療社会事

業協会会員調査とほぼ同じ割合であるが, 社会福祉の専門職集団としては資格所持率が非常に高

い.

6) HIVの事例体験件数

HIV の事例に出会った件数で 2 種類の比較を試みた. 出会った経験の有無 2 グループと拠点

病院と非拠点病院で検定したものである. 次に, 経験がない人を除いて, 経験事例件数の中央値

で 2グループを作成し, 同様の検定を試みた.

HIV 感染症患者に出会ったことがあると回答した拠点病院ソーシャルワーカーの比率が有意

に高く, また出会ったことがない非拠点病院ソーシャルワーカーの比率も有意に高かった. しか

し患者が拠点病院に集中している中で, 拠点病院ソーシャルワーカーの 46 名 (25.7％) が, HIV

感染症患者の事例と出会ったことがなく, 逆に非拠点病院のソーシャルワーカーの 58 名
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表 5 病院種別と資格

資 格 有意差 拠点／非拠点

社 会 福 祉 士 －
精神保健福祉士 ** p<.004> 拠点＞非拠点
介護支援専門員 ** p<.001> 拠点＞非拠点
臨 床 心 理 士 －
社会福祉主事 －
介 護 福 祉 士 －

表 6 病院種別と経験の有無

経験なし 経験あり 合 計

拠 点 病 院 46 (25.7) 133 (74.3) 179 (100)

非拠点病院 285 (83.1) 58 (16..9) 343 (100)

合 計 (％) 331 (63.1) 191 (36.6) 522 (100) p<.000

表 7 病院種別と経験件数

4 事例まで 5事例以上 合 計

拠 点 病 院 52 (39.1) 81 (60.9) 133 (100)

非拠点病院 44 (75.9) 14 (24.1) 58 (100)

合 計 (％) 96 (50.3) 95 (49.7) 191 (100) p<.000



(16.9％) が, またそのうち 5 事例以上体験したとする 16 名が HIV/AIDS 患者に出会い, 実際

ソーシャルワーク介入をしている点, 今後の拠点と非拠点を含めた関係機関について地域連携と

の関係で着目すべきであろう.

7) HIV-SW実践経過年数

最初にHIV-SWを実践してからの経過年数を中核施設・拠点病院とその他の病院の比率を検

定したものが上の表である. 中核施設・拠点病院 SWの経過年数の短い割合が高い傾向にあり,

非拠点病院は経過年数が長い人の割合が高い傾向にあった. これは拠点病院のソーシャルワーカー

の年齢が若いことと連動していることが考えられる.

3. HIV-SWのチーム組織レベルの連携について

HIV-SW の個別事例から組織への展開を行うミクロからメゾレベルの連携行動について,

HIV-SW 経験の有無を問わず, その組織やチームレベルの連携に関する基礎的な認識とアセス

メントの視点及びその動き方について聞いた. 聴取項目は 7 項目である. この項目は HIV/-

AIDS 患者の事例体験者 3名に対して, ｢HIV-SWのチームワークを実施するにあたって, 重要

なものは何か｣ とするリサーチクレスションをたて, フォーカスグループインタビューによって

抽出した項目である.

その結果は拠点・非拠点, およびHIV-SW経験の有無によって回答の次元が異なることが考

えられるため, 回答の質が変化することを考慮しつつグループ別にみていった.
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表 8 病院種別とHIV-SW経験年数

経過 0-5 年 経過 6年以上 合 計

拠 点 病 院 98 (68.1) 46 (31.9) 144 (100)

非拠点病院 32 (54.2) 27 (45.8) 59 (100)

合 計 (％) 130 (64.0) 73 (36.0) 203 (100) p<.062

表 9 病院種別とHIV-SW経験の有無と連携行動

連 携 行 動 拠点／非拠点 経験の有無

事務的うち合わせ以外の関係機関との連携 ¢ ＊＊＊

職場の上司への相談できる雰囲気 ＊＊＊ ＊＊＊

外部機関や専門家への相談 ＊＊＊ ＊＊＊

地域連携への職場の応援 ＊＊＊ －

組織内紹介ルートの確保 ＊＊＊ ＊＊＊

HIVに関するスタッフの理解 ＊＊＊ ＊＊＊

¢p<.1 *p<.05 **p<.01 ***p<.000



1) 事務的うち合わせ以外の関係機関との連携

うち合わせ以外の関係機関との連携については, 非拠点, また事例体験なし群の方が, 行う又

は行うであろうと答えている. これはHIV-SW活動実態としては, うち合わせ以外の関係機関

との連携活動を実施していない傾向があるとの結果である. 実際は事務的うち合わせや調整で完

結するミクロレベルの連携が主に行われていることが考えられる. 事例によっては, それで十分

な場合もあり早計な判断は下せないが, メゾレベルの地域連携を視野に入れた実践が行われにく

い実態があることも考えられる.

2) 上司へ相談できる雰囲気

拠点および有事例のソーシャルワーカーの群が有意に多かった. これはこれらの群の方が従来

相談してきたソーシャルワーカー側の実績や相談に足りる能力等の下地があることが推察される.

3) 外部機関や専門家への相談

拠点および有事例の群は ｢相談しない｣ が有意に高かった. これはこれらの群は問題が生じた

場合すぐに相談すると言うよりも, 相談するかしないかの見立てをもって, しなくても活動が可

能になっているということ, また非拠点および無事例群は, 外部に相談しないと支援が始まらな

いと考えていることが考えられる. いずれにしてもHIV-SWの特殊性の認識が基底にあると考

えられる.

4) 地域連携への職場の応援

拠点の方が非拠点よりもその応援態勢が有意に積極的であった. しかし事例の有無には関連が

なかった. この設問のみ拠点と有事例とが分かれた. これは有事例が組織の支援のない中で活動

を行っていることを示すと共に, 拠点という組織的認識が有効であること. そして非拠点, 無事

例群のこたえにあらわれているように, 事例がないと応援態勢が整わない, 事例を体験しつつ周

囲の応援を得ようとする認識が存在することが分かる.

5) 組織内紹介ルートの確保

拠点と有事例双方でルートが確保されていることが分かった. その点非拠点でも無事例でも自

分の病院ではHIV/AIDS 事例が見逃され, ソーシャルワーカーのところまで来ないとソーシャ

ルワーカー自身が考えている可能性があることが分かった.

6) HIV-SWに関するスタッフの理解

拠点および有事例の非拠点ソーシャルワーカーの両者とも有意に高いことが分かった. これは

HIV/AIDS に関する専門家チームの存在がある中で, HIV-SWとの協働体験がスタッフの理解

をすすませる可能性が高いことが分かる.
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4. HIV-SWへの地域連携活動尺度の援用について

筒井が保健師と地域権利擁護事業専門員に対して用いた地域連携活動尺度を, HIV-SW を体

験したと答えた拠点・非拠点の医療ソーシャルワーカー 191 名に対して援用し, 連携活動の検討

を行った. 単純集計結果は表 10 の通りである.

さらに無回答を除外し, 因子分析を実施した (表 11・12). 因子分析は主因子法, バリマック

ス回転を用いた. 項目を調整し因子数 2から始めて因子数 4まで順次試行し, それぞれの回転後

の因子負荷行列を得たが, 最適解を得たのは因子数 3であった.
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表 10 HIV-SWの連携行動の実態

連 携 行 動 全くしない あまりしない 必要に応じて いつもする

分担して支援した時の他機関への報告 2 5 168 19

他機関からのサービスの把握 1 9 161 23

サービス提供に必要な他機関からの知識と情報収集 14 30 134 6

他機関へのサービスプログラムの提言 8 30 150 6

HIV-SWの推進に他機関からの協力要請 1 7 164 22

他の専門職の会議への参加 11 45 76 3

関連機関の実務者から機関の実態について聞く 12 41 129 12

関連他機関にいる専門職の把握 8 45 120 20

事例検討会参加についての同僚への呼びかけ 13 38 112 30

関連機関や他の職種の懇親会への参加 16 49 114 13

新規採用された場合に関連機関への挨拶 82 42 60 8

自分の判断で費用負担の決定権限 134 26 27 5

自分の業務内容の他機関への資料配付 53 53 80 8

複数の機関で集めた情報の管理 28 26 98 40

表 11 項目の共通性

連携行動項目 初期 因子抽出後

分担して支援した時の他機関への報告 1 0.516

他機関からのサービスの把握 1 0.532

サービス提供に必要な他機関からの知識と情報収集 1 0.454

HIV-SWの推進に他機関からの協力要請 1 0.381

関連機関の実務者から機関の実態について聞く 1 0.618

関連他機関にいる専門職の把握 1 0.609

新規採用された場合に関連機関への挨拶 1 0.467

自分の業務内容の他機関への資料配付 1 0.676

複数の機関で集めた情報の管理 1 0.498

他機関からの協力要請に応える 1 0.39



因子数 3 の回転後の因子負荷行列, 共通性, 固有値, 累積寄与率等を確認した. 第 1 因子は

｢関連機関の実務者から機関の実態について聞く｣ ｢関連機関にいる専門職の把握｣ ｢他機関から

の情報収集｣ ｢他機関からの協力要請｣ の項目に大きな負荷を持ち, 第 2 因子は ｢自分の業務内

容の資料を他機関にも配布する｣ ｢複数の機関で集めた情報を管理する｣, 第 3 因子は ｢分担で支

援した時のその機関への報告｣ ｢他機関からのサービスの把握｣ にそれぞれ大きな因子負荷を持っ

た.

このことから第 1因子は ｢関連機関アセスメント行動｣, 第 2 因子は ｢情報流通・管理行動｣,

第 3 因子は ｢連携の巻き込み行動｣ と命名した. しかし各因子の信頼性を検定した結果, 第 1因

子, 第 2 因子では, 信頼性が確認されたが, Crounbach のα係数が第 1因子 (.634), 第 2 因子

(.608) と十分な信頼性が確保されたわけではない. 尺度として使えるという程度であった. ま

た, 第 3因子ではα係数が (.395) と信頼性が確認できなかった.

以上のことから筒井の連携行動尺度をHIV-SWの地域連携に援用したが, 医療ソーシャルワー

カーのHIV-AIDS に対するメゾからマクロレベルの連携行動の実態とは, 異なるものがあると

考えられた. 保健師の地域連携業務では, 4 因子①情報共有 ②業務協力 ③関係職種との交流

④連携業務の処理と管理とに分かれていた. しかし医療ソーシャルワーカーでは, 第 1因子では

情報共有や業務協力以上に, 関係機関に対するアセスメントとして, 情報収集の上の資源のアセ

スメントのための行動があるのではないかと推察される. 第 2因子では情報交流と管理として,

関係機関や関係職種との協力や情報共有が, 機関と職種を問わず同一の範疇でとらえられている

のではないかと考えられた. また第 3因子では信頼性が十分確保できなかったが, 連携のための

巻き込み行動として, ネットワーキング様の行動要素が入る可能性が考えられる.
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表 12 HIV-SWの連携に関わる因子分析

成 分

連 携 行 動 項 目 1 2 3

関連機関の実務者から機関の実態について聞く .762 .159 .110

関連他機関にいる専門職の把握 .747 .212 .076

サービス提供に必要な他機関からの知識と情報の収集 .631 .015 .234

他機関からの協力要請に応える .609 .027 －.138

自分の業務内容の他機関への資料配付 .059 .818 .057

複数の機関で集めた情報の管理 .113 .685 .129

新規採用された場合に関連機関への挨拶 .157 .665 －.014

分担して支援した時の他機関への報告 .091 .080 .708

他機関からのサービスの把握 .137 －.117 .706

HIV-SWの推進に他機関からの協力要請 －.070 .287 .542

因子抽出法：主成分分析
回転法：Kaiser の正規化を伴うバリマックス法



Ⅴ まとめ

HIV/AIDS 医療体制整備事業の大きな目的の一つは, 拠点間また拠点・非拠点間の地域医療

連携体制づくりである. そこでは医療ソーシャルワーカーには, 効率的医療のためミクロの個別

事例に対する支援のための連携のみならず, 組織や地域に介入するメゾからマクロレベルの連携

活動が必要とされる.

そこでHIV/AIDS に対する医療ソーシャルワーカーの地域連携活動についての認識とその実

態について, 全国の全拠点病院 (368 名), 非拠点病院 (800 名) のソーシャルワーカーに対して

量的調査を平成 20 年 12 月から 21 年 1 月にかけておこなった. 回収率は前者 50.8％で, 後者で

43.8％であった.

調査の結果, 回答を行った拠点病院の 75％のソーシャルワーカーはHIV/AIDS 事例を有して

おり, 非拠点病院のソーシャルワーカーの 15％もHIV/AIDS 事例を体験していた. 調査対象と

した拠点および非拠点病院のソーシャルワーカーの集団は, 専門職団体である日本医療社会事業

協会会員とほぼ同じ基本属性を持ち, 性別で 8割弱が女性, 8 割弱が社会福祉士資格をもち, 拠

点病院ではさらに精神保健福祉士や介護支援専門員資格も 2～3割程度と有意に多く持っていた.

しかし経験年数は非拠点病院よりも有意に少なく, 比較的若年層が多かった.

HIV/AIDS 拠点および有事例者集団の連携行動の特徴は, メゾのチーム・組織レベルでの認

知や理解は得られており, また経験を積んでいることによって, 外部との連絡を自分なりに吟味

して動き出すという専門職としての自律性を有していることが分かった. また事例経験のないソー

シャルワーカーほど, 他組織との連携の必要を強調しているが, 経験を積めば積むほど, 拠点病

院として他のスタッフや組織的な認知が深まっていると思われる状況では, むやみに他と連携す

るような行動はとらず, 状況をアセスメントした上で, 必要な連携をとっていることが推察され

た.

さらに有事例者のみに対して, 保健師や地域権利擁護専門員に対して信頼性妥当性があるとさ

れる筒井の 4 領域 15 項目にわたる地域連携活動尺度を援用した. その結果 HIV/AIDS へのメ

ゾレベルへの介入行動としての連携活動は, 地域に軸足を置くコミュニティワーカーとしての保

健師や, 権利擁護専門員とは異なる連携の型を持っていることが考えられた. それは病院内に軸

足を置きながら, 組織の人間として地域をアセスメントし, 組織の代表として地域と繋がってい

こうとする行動と関連があるように考えられた. この点の具体的な行動別の確認作業が今後の課

題であると考える.

本研究・調査は平成 20 年度厚生労働省科学研究費補助金事業 『HIV 感染症の医療体制整備に

関する研究 (研究代表者 濱口元洋)』 ｢MSWの立場から (研究分担者 田中千枝子)｣ にもと

づいて行われた.
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